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    平成 23 年度決算に基づく健全化判断比率等について 

 

財 政 局 
１．「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の概要 

 

平成 19 年 6 月に公布された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（以下「財政健全化法」といいます。）では、地方公共団体は、毎年

度決算に基づき、財政の健全性に関する指標（健全化判断比率、公営企業会計の資金不足比率）を算定し、監査委員の審査意見を付して議会へ報

告するとともに、公表することとされています。 

また、健全化判断比率等が一定の基準を超えた場合は、財政健全化計画、財政再生計画の策定などが義務付けられています。 

 
≪財政健全化法のスキーム≫ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料１－２ 

・財政健全化計画の策定（議会の議決）、実施状況の議会報告 
・外部監査の義務付け 

健全化判断比率等の算定と情報公開の徹底

財政健全化団体 

比率が「早期健全化基準」を上回ると 

更に、比率が「財政再生基準」を上回ると 

すべての団体 

財政再生団体 ・財政再生計画の策定（議会の議決）、実施状況の議会報告 
・外部監査の義務付け 
・災害復旧事業等を除き起債制限 
※財政再生計画について、総務大臣の同意を得れば収支不足額を振替

えるための地方債の起債が可能となる。 
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一部事務組合・広域連合 

地方公社・第三セクター等 

一般会計

公共用地先行取得事業特別会計

母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計

新墓園事業特別会計

公債管理特別会計

国民健康保険事業特別会計

駐車場事業特別会計

介護保険事業特別会計

下水道事業会計 自動車運送事業会計 
高速鉄道事業会計 水道事業会計

ガス事業会計 病院事業会計

（法適）

（法非適）
中央卸売市場事業特別会計

宮城県後期高齢者医療広域連合

仙台市土地開発公社、仙台市建設公社等 

（仙台市の会計区分等） 

都市改造事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

≪健全化判断比率等の対象≫ 
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２．平成 23 年度決算に基づく算定結果 

 

 

 

 

 

 

 

  23 年度決算 
（参考） 

22 年度決算 

政令市に適用される

早期健全化基準 

政令市に適用される

財政再生基準 

実質赤字比率 － (-0.75%) － (-0.68%) 11.25% 20% 

連結実質赤字比率 － (-12.54%) － (-13.11%) 16.25% 30% 

実質公債費比率 11.6% 11.9% 25% 35% 

健
全
化
判
断
比
率 

将来負担比率 147.8% 155.2% 400%   

下水道事業 － － 

自動車運送事業 － 7.5% 

高速鉄道事業 － － 

水道事業 － － 

ガス事業 － － 

病院事業 － － 

資
金
不
足
比
率 

中央卸売市場事業 － － 

 

 

 

20% 
  

 

 

健全化判断比率、公営企業会計の資金不足比率は、いずれも早期健全化基準等を下回っており、また、前年度から改善し、これらの指標上は、適正

な水準にあると言えます。 

 しかしながら、地方公共団体の財政状況は、これらの指標のみをもって計れるものではなく、経常収支比率は 23 年度決算で 101.5％と高い水準にあ

り、東日本大震災の影響などを踏まえると、本市の財政は依然として厳しい状況にあります。 

（注）・表中の「－」は、赤字や資金不足が生じていないことを表します。 
・表中の（ ）内の数値は、実質赤字比率, 連結実質赤字比率を黒字の場合に算定した参考値です。 

＜実質公債費比率の主な減少理由＞ 

・ 比率の分母である標準財政規模が増

加したことなどのため。 

 

＜将来負担比率の主な減少理由＞ 

・ 比率の分母である標準財政規模が増

加したため。 

・ 震災復興基金の創設などにより、充

当可能な特定財源見込額が増加した

ため。 

※ 震災復興基金を特定財源から控除

した場合の将来負担比率は 153.8％

になる。 

経営健全化基準 
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   一般会計等の実質赤字額          －1,750,337千円 
       標準財政規模             231,146,344千円 

＝ 

・ 一般会計等の実質赤字額 ： 一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質赤字の額 

≪健全化判断比率等の概要について≫ 

＝ －0.75% （小数第2位未満切り捨て） 

・ 実質収支が黒字の場合、実質赤字比率は負の値で表示されます。 

（１） 実質赤字比率 

    一般会計等（一般会計、都市改造事業特別会計等：ほぼ普通会計に相当）を対象とした実質赤字の、標準財政規模（標準的な一般財源の規模）に対す

る割合 

      連結実質赤字額            －28,987,824千円 

      標準財政規模             231,146,344千円 

（２） 連結実質赤字比率 
     全会計（一般会計、特別会計、企業会計）を対象とした実質赤字の、標準財政規模に対する割合 

＝ ＝ －12.54% （小数第2位未満切り捨て） 

・ 連結実質赤字額 ： イとロの合計額がハとニの合計額を超える場合の当該超える額 

  イ 一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、 

       実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額 

  ロ 公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額 

  ハ 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額 

  ニ 公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額 

・ 連結実質収支が黒字の場合、連結実質赤字比率は負の値で表示されます。 
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     （地方債の元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

                標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

         （43,867,987千円 ＋ 29,117,151千円） － （13,182,622千円 ＋ 37,635,544千円） 

                          227,576,848千円 － 37,635,544千円 

（３） 実質公債費比率  （３か年平均）  
    「公債費、企業債元利償還金充当の一般会計繰出金などの合計額」の、標準財政規模に対する割合（公債費等へ充当される特定財源、地方交付税で措置

される部分を除く） 

・ 準元利償還金 ： イからホまでの合計額 

  イ 満期一括償還地方債について、償還期間を30年とする元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額 

  ロ 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの 

  ハ 組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの 

  ニ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 

  ホ 一時借入金の利子 

＝ 

＝ 

将来負担額 － （充当可能基金額 ＋ 特定財源見込額 ＋ 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 

                標準財政規模 － （元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

    1,054,948,020千円 － （160,164,512千円 ＋ 136,007,301千円 ＋ 473,884,436千円） 
                      231,146,344千円 － 38,510,418千円 

（４） 将来負担比率 
「市債残高、一般会計繰出金の充当が見込まれる企業債残高、土地開発公社の負債、第3セクター等への損失補償債務に係る負担見込額などの合計額」

の、標準財政規模に対する割合 

＝ ＝ 147.8％ （小数第1位未満切り捨て） 

＝ 11.6％ （小数第1位未満切り捨て） 
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   資金の不足額  

    事業の規模  

（５） 資金不足比率 
    公営企業ごとの資金不足額の事業規模（事業収入）に対する割合 

（資金不足が発生している公営企業会計はありません） 

・ 資金の不足額  

○ 資金の不足額（法適用企業） ＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高 －流動資産）－ 解消可能

資金不足額 

 ○ 資金の不足額（法非適用企業）＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債現在高）

－ 解消可能資金不足額 

※ 解消可能資金不足額 ： 事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の事情がある場合において、資金の不足額から控

除する一定の額 

・ 事業の規模  

○ 事業の規模（法適用企業）  ＝ 営業収益の額 － 受託工事収益の額 

  ○ 事業の規模（法非適用企業）＝ 営業収益に相当する収入の額 － 受託工事収益に相当する収入の額 

・ 将来負担額 ： イからチまでの合計額 

  イ 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 

  ロ 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第5条各号の経費等に係るもの） 

  ハ 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの負担等見込額 

  ニ 当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額 

  ホ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額 

  ヘ 地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の当該債務の額のうち、当該法人等の財務・経営状況

を勘案した一般会計等の負担見込額 

  ト 連結実質赤字額 

  チ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 
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（参考）各政令市の健全化判断比率等の比較（平成 22 年度決算ベース） 

 

仙台市 － － 11.9% 155.2%
札幌市 － － 10.6% 115.1%
さいたま市 － － 6.1% 47.7%
千葉市 － 2.87% 21.4% 285.3%
横浜市 － － 18.0% 234.4%
川崎市 － － 11.9% 120.0%
相模原市 － － 4.3% 30.1%
新潟市 － － 10.8% 119.0%
静岡市 － － 12.7% 109.9%
浜松市 － － 12.2% 64.5%
名古屋市 － － 12.1% 216.3%
京都市 － 0.16% 13.1% 235.0%
大阪市 － － 10.2% 220.6%
堺市 － － 5.4% 59.8%
神戸市 － － 12.9% 172.4%
岡山市 － － 15.9% 108.9%
広島市 － － 15.6% 251.3%
北九州市 － － 11.7% 166.0%
福岡市 － － 16.4% 219.8%
政令市平均 12.3% 154.3%

政令市に適用される
早期健全化基準

11.25% 16.25% 25% 400%

政令市に適用される
財政再生基準

20% 35% 35%

将来負担比率都市名 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率

 
 
平成 22年度決算における連結実質赤字比率の財政再生基準は経過措置に基づく数値です 


